













｢哲学｣ (わけても, ｢倫理学｣ ｢政治哲学｣ ｢法哲学｣) の業界では, 現
論
説
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やむところがない, といってよい｡ それどころか, たとえば, いわゆる平
等主義の立場 (egalitarianism) にあっては議論のきわめて著しい内部的精
緻化が進行する一方で, 論点はドラスティックな壮大化の傾向を帯びるよ
うにもなり, たとえば, やはりいわゆる世代間正義 (intergenerational jus-





ところが, 同じ ｢哲学｣ の業界に住まう人たちのなかには, こんなこと
をいう人たちがいる｡ みなさん, そもそもそういった, ｢哲学者｣ 先生た
ちのご託宣を仰ぎ見てありがたがる ｢受け身の｣ 態度で本当によいのでしょ
うか｡ 国家社会を律する法は, ｢正義｣ が実現されることをめざしている
そのこと自体は, 前提として認められてもよいかもしれません｡ でも,
ひと事としてではなくわが事として考えてみましょうよ｡ その ｢正義｣ は,
みなさん自身が決めるべきことではないのですか｡ ｢哲学者｣ 先生たちの
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(１) たとえば, 宇佐美誠／児玉聡／井上彰／松元雅和 『正義論：ベーシッ
クスからフロンティアまで』 (法律文化社, 2019年) 参照｡
(２) Cf. John Rawls, A Theory of Justice (First edition, Harvard University
Press, 1971, Revised edition, Oxford University Press, 1999); do. (Erin Kelly
ed.), Justice as Fairness : A Restatement (Harvard University Press, 2001).
ジョン・ロールズ 『正義論 [改訂版]』 (紀伊國屋書店, 2010年)；同 (エ
リン・ケリー (編)) 『公正としての正義 再説』 (岩波現代文庫, 2020年)
めて深く立ち入ることはしないが, ｢無知のヴェール (veil of ignorance)｣
が掛けられた ｢原初状態 (original position)｣ に置かれた人々が確定する
｢正義｣ ならば, ｢ヴェール｣ が取り払われ人々が実際にどのような境遇に
あるかが判明したのちであってもどの人も納得して受け容れうる, そのよ
うな ｢正義｣ が合理的に期されることになるわけであるから, どの方面か




ところが, ロールズが結論として示す ｢正義｣ が, ｢哲学者｣ ロールズ
一個人の抽象的な思考空間で発揮されたまさに ｢発想力｣ の産物であるこ
と, そのことのゆえにこそロールズには非が鳴らされなければならないと
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参照｡
(３) Cf. Michael Walzer, “Philosophy and Democracy,” in : do. (David Miller
ed.), Thinking Politically : Essays in Political Theory (Yale University Press,
2007), pp. 121. マイケル・ウォルツァー ｢哲学とデモクラシー｣, 所収：
同 (デイヴィッド・ミラー (編)) 『政治的に考える：マイケル・ウォルツァー
論集』 (風行社, 2012年), 2558頁参照｡
(４) ｢道徳哲学者は, 道徳的真理に至る特権的な通路をもってはいない｣｡
n Habermas, Treffen Hegels 	

 gegen Kant auch auf
Dikursethik zu?,“ in : ders., zur Diskursethik (Suhrkamp, 1991),
S. 30. ユルゲン・ハーバーマス ｢カントに対するヘーゲルの異議は討議倫
理にも当てはまるか？｣, 所収：同 『討議倫理』 (法政大学出版局, 2005年),
26頁；河上倫逸／M. フーブリヒト (編) 『[ハーバーマス・シンポジウム]
法制化とコミュニケイション的行為』 (未來社, 1987年), 43頁 (ただし,
小論ではこれらの訳文に必ずしも従ってはいない)｡ Vgl. 
Habermas,
Diskursethik : Notizen zu einem 















げる理由には, はっきりと共通項がある｡ それはこういう主張である｡ す
なわち, 国家社会を律する法が, ｢正義｣ が実現されることをめざしてい
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als Platzhalter und Interpret,“ in : ders., 	
und kommunikatives
Handeln (Suhrkamp, 1983), S. 7678 ; S. 928 ; Habermas, Theorie des
kommunikativen Handelns Band 2 (Suhrkamp, 1981), S. 583ff. ユルゲン・
ハーバマス ｢ディスクルス倫理学：根拠づけプログラムのノート｣；｢哲学
者になにができるか｣, 所収：同 『道徳意識とコミュニケーション行為』
(岩波書店, 1991年), 109111頁 (ただし, 訳者はある重要な箇所で, 致
命的な誤訳を犯していることはどうしても指摘しておかなければならない)；
134頁；ユルゲン・ハーバーマス 『コミュニケイション的行為の理論』
(下) (未來社, 1987年), 419頁以下参照｡
(５) Cf. Richard Rorty, “The Priority of Democracy to Philosophy,” in : do.,
Objectivity, Relativism, and Truth : Philosophical Papers Volume 1 (Cambridge
University Press, 1991), pp. 175196. R・ローティ ｢哲学に対する民主主
義の優先｣, 所収：同 『連帯と自由の哲学：二元論の幻想を超えて』 (岩波
書店, 1988年), 163216頁参照｡
て, ｢哲学者｣ が書斎で沈思黙考して結論として出した ｢正義｣ があたか
も格別の傾聴に値する特権性をそなえたものであるかのように意義づけら
れる理由はない, 実のところまったくない このような論断である｡ こ
こに見られるスタンスは一般に, ｢哲学に対する民主主義の優先 (the pri-
ority of democracy to philosophy)｣ というフレーズで了解されている｡
｢哲学者｣ たちのなかには自ら考えあって, われわれ ｢哲学者｣ はせいぜ
いのところ, 国家社会で実際に生活を営んでいる人々のいわば〈後衛〉に
控えていれば足りる, と ｢哲学的に｣ 判断し, あえて日本的にいえば〈世
間〉に対し, そのようにつつましやかな態度でいることをよしとし旨とし











の争い〉の風趣のものではあったのである｡ そして, ｢愚かな｣ 民衆の意
見を第一義とはしない高雅な ｢正義｣ 論は, 事柄の性質にかんがみれば
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(６) Vgl. Max Weber, Wissenschaft als Beruf (Dunker & Humbolt, 1919), S.
2628. マックス・ウェーバー 『職業としての学問』 (岩波文庫, 1980年),
5357頁参照｡
2 ロールジアン・パラダイムの正義論：正義の善に対する優先
このように, ｢哲学者｣ たちが自らの抱懐する実質的な ｢正義｣ 論をもっ
て, 直截に人々を説伏しにかかる姿勢を見せている場合, おそらくは, ひ
とまずは眉に唾をつけてみる心がけでいることが, むしろ健全な態度とい
うものであるかと思われる｡ しかしながら他面, 単独で沈思黙考する ｢哲
学者｣ たちが, その頭脳を賭してこれを振り絞り, ｢民主主義の優先｣ に
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このようなロールズ流のリベラリズムの考え方において設定されている
座標軸が,〈正義の善に対する優先〉なのである｡ ここで ｢正義｣ が, 上
で述べたような性格の, 国家社会の規律原理に相当する｡ 他方で ｢善｣ と
は, 人々それぞれが ｢善しとして｣ 選びとる自分の価値観, 自分の生き方










題設定であるといわざるをえない｡ そもそもそのような ｢正義｣ は, どこ
からどのようにして導出することが可能なのか｡ ｢正義｣ は多様な善の間
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じっていえば, backwards and forwards with their arguments hanging out
といった塩梅であるように見える｡
｢民主主義｣ を差し置く ｢正義｣ 論という ｢哲学｣ の論題をめぐり, い
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(７) Cf. C. F. Delaney (ed.), The Liberalism-Communitarianism Debate :
Liberty and Community Values (Rawman & Littlefield Publisher Inc., 1994);
Stephen Mulhall and Adam Swift, Liberals and Communitarians (Blackwell
Publishing, Second edition, 1996). スティーヴン・ムルホール／アダム・
スウィフト 『リベラル・コミュニタリアン論争』 (勁草書房, 2007年) 参
照｡
なお, ある一人のコミュニタリアン自身による, この論争に対する・適
切に距離のとれた批評としては, cf. Michael Walzer, “The Communitarian
Critique of Liberalism,” in : do., Thinking Politically, op. cit., n. 3, chap. 7, pp.
96114. マイケル・ウォルツァー ｢コミュニタリアンのリベラリズム批判｣,
所収：同 『政治的に考える』 (前出注(３), 第 7 章, 180214頁参照｡ 法理
学研究者の目にはこの論争がどのように映ずるかにつき, 田中成明 『現代
法理学』 (有斐閣, 2011年), 423430頁参照｡ フェミニズムの立場からは
どのように評価されるかにつき, cf. Elizabeth Frazer and Nicola Lacey, The
Politics of Community : A Feminist Critique of the Liberal-Communitarian
Debate (Harvester Wheatsheaf, 1993).
(８) 以下で両論者各々の所論につきまとめて述べるところは, 小論筆者の
旧稿 (｢共同体主義 [なお, 一個の編著書中での術語の統一の方針上, 当
時 “communitarianism” に対しこの訳語をあてたが, 目下の時点では, そ
のまま ｢コミュニタリアニズム｣ と片仮名に起こすほうが本邦での趨勢に
合致し, かつ筆者個人としてもそのほうがよいように思われる旨, ここに
一言のみさせていただく] の挑戦：個人と共同体｣, 所収：平井亮輔 (編)
『正義：現代社会の公共哲学を求めて』 (嵯峨野書院, 2004年), 第 5 章,
























てもよい｡ サンデルはこのように捉えられた人間を, ｢負荷なき自己 (un-
encumbered self)｣ と呼んでいる｡ そしてサンデルによれば,〈ロールジ
論
説
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(９) Cf. Michael J. Sandel, Liberalism and the Limits of Justice (Cambridge
University Press, First edition, 1982, Second edition, 1998), p. 15ff. M・J・






｢原初状態｣, ならびに ｢反照的均衡 (reflective equilibrium)｣ という独特
の諸観念を駆使したその根拠づけにあるといってよい｡ ここでは, その正





所得を手にし, 富を得ている｡ 格差原理は, 社会におけるそのような所得
と富の分配のあり方を規範的に規律しようとする正義原理である｡ それは






する (deserve)｣ といえるであろうか｡ ここでかりに読み手のかたがたが,
およそ人が各様に有利な社会的地位に到達するにあたっては各様の資質,
それも生来の資質の如何が大いに物をいうと, そう仮定されたとしよう｡
すると, みなさんにまさに ｢生来｣ そのような資質がそなわっていた場合
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｢造物主｣ の気まぐれ＝恣意 (arbitrariness) を座視すべきか｡ そうした生
来の資質は, その持ち主の特権的な所有物と見なされるべきではなく, む





ち, この原理の命ずるところによればとどのつまりは, ある個人の (恵ま
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(10) Cf. Sandel, Liberalism and the Limits of Justice, op. cit. n. 9, p. 77ff. サン






cally disembodied)｣ 存在であることになるからである｡ まさに極限まで
｢負荷なき｣ 自己であるわけである｡ しかし社会に生きている一人一人の
生身の個人を個人として尊重するということの意味を, このように抽象的
に措定された ｢自己｣ を尊重することとして捉えることが, はたして当を
得たものとされうるであろうか｡ ｢その人本人はちゃんと尊重している｡
手段として用いているのはその人の諸々の属性だけだ｣ しかしそこで
いう ｢その人本人｣ に, いったいどのような人間としての中身が残されて
いるであろうか
(11)
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(11) 同旨の指摘は, サンデルが行う以前にもなされたことがないわけでは
ない｡ Cf. Robert Nozick, Anarchy, State, and Utopia (Basil Blackwell, 1974),
p. 228ff. ノバート・ノージック 『アナーキー・国家・ユートピア：国家の












これを思想史をさかのぼって突きとめ, 近代以前の ｢徳 (virtue) として
の正義｣ の観念を復権させることを構想する巨視的なスケールのものであ
る｡ このマッキンタイアの, オリジナリティある思想史的見立てから・現
代の規範的倫理学に強い一インパクトを与えた 徳倫理学 (virtue eth-
ics) の再興に先鞭をつけた 実践的な主張にまで及ぶ首尾一貫した見
解には, 彼の主著 『アフター・ヴァーチュー』 (初版1981年公刊) にて接
することができる｡
(12)
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(12) Cf. Alasdair MacIntyre, After Virtue : A Study in Moral Theory (University
of Notre Dame Press, First edition, 1981, Second edition, 1984). アラスデ
ア・マッキンタイア 『美徳なき時代』 (みすず書房, 1993年) 参照｡
なお小論筆者としては, 上記邦訳書名にだけは 訳者として相応に考
え抜いたうえでの書名である (同書, 361頁参照) ことは重々承知してい
るけれども 若干の異論を申し立てたくなるところがある｡ その理由の
一端 (すべてではない) は, すでに小論本文にて示唆した｡ しかし, かと
いって遺憾ながら, より的確な代案は容易には見つからない｡ ちなみに,






関係に落とし込まされている これが彼の論断である｡ 彼は, この〈パ
ラダイム〉は実は, ｢情動主義 (emotivism)｣ という名の, 広く現代とい
う時代に確認できるメタ倫理学上の一立場 (現象的には, その軽率な規範









を取り上げてみよう｡ よく知られているように, 一方には, 人工妊娠中絶
は不当に胎児の生命を奪う殺人行為にほかならないがゆえに, 道徳的に非
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的に並存しているという見方がとられていることは, この点に対応するも
のであるといえる｡ しかし他面では, 先の双方の道徳的主張はどちらも,
｢べき (ought)｣ という語法 (当為言明) で自らを表現することによって,
その主張内容が単なる主観的なものではなく, それを超えて客観的に妥当
する, つまり客観的な通用力をそなえたものであることを, 少なくとも標
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(13) Cf. MacIntyre, After Virtue, op. cit., n. 12, p. 6ff. マッキンタイア 『美徳





に示す発言をしたとする｡ そして, それに接した人が, そのようないわれ
のない差別は許されない, 人としてしてはいけないことだとたしなめたと
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(15) Cf. MacIntyre, After Virtue, op. cit., n. 12, p. 1ff., 109ff. マッキンタイア
『美徳なき時代』 (前出注(12)), 1 頁以下, 134頁以下参照｡
なおこの点, マッキンタイアと同じくコミュニタリアンであるとされる
ウォルツァーによる, 今日のまさに ｢断片化された｣ 現実を率直に見つめ
るところから発せられる, マッキンタイアのいわば ｢規範的悲観｣ への批
判となっている指摘は, 簡明で興味深い｡ Cf. Walzer, “The Communitarian










以上見てきたように, まずそもそも, ｢哲学｣ が ｢民主主義｣ を差し置










































学の座標軸上でのさまよい (backwards and forwards with my argu-
ments hanging out)
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い・歴史的経緯に即した説明として, 小嶋和司 『憲法学講話』 (有斐閣,
1982年), 第２講 ｢憲法典｣, 4243頁参照｡
(18) 念のためここで一言しておくと, 以上においては法の１つの (唯一の,
ではない) 論理の連鎖にのっとって体系的な叙述を試みたが, ここから,









(Verfassung ; constitution)｣ と呼ぶことにする｡ これは, 従来の憲法学に
おいて ｢固有の意味における〈憲法〉｣ ないし ｢実質的な意味における
〈憲法｣ として観念されてきたところのものにほかならないことになろ
う｡
とはいえ, こう手短く宣しはしたものの, この議論は実のところ, 事柄
の複雑微妙な性質上, 非常なきめ細かさを期して行う必要がある｡
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れたのちに現出するところのものであるかのように理解しては決してなら






(19) 佐藤幸治 『憲法 [第三版]』 (青林書院, 1995年), 16頁；同 『日本国















ないとき, ここに ｢固有の意味における〈憲法〉｣ ないし ｢実質的な意味
における〈憲法〉｣ の観念が成立する｡ 両観念は, 対社会の関係における
根源性の点で, まさに事柄として同一である｡ ｢憲法｣ 典化されているか
否か, それどころかそもそも成文化されているか否か, また,〈律する〉
そのなし方の如何, これらの一切は問題ではない｡ この段階でいう〈憲法〉
をドイツ語では Verfassung, 英語では constitution という｡
これら Verfassung / constitution の主要なところが基本的に ｢憲法｣ 典
化された形式で妥当している (gelten ; be valid) とき, これを ｢形式的な
意味における 憲法｣ という｡ 基本的にすべてその種の法典化がなされる
ことなしに妥当しているとき, そのすべてを ｢実質的な意味における〈憲
法〉｣ という｡ １つには, この別が可能である｡ これを佐藤は, ｢事柄の存
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う｡ 一方, 上述の Verfassung / constitution が, わけても特殊近代立憲主
義の思想に彩られたものとして妥当しているとき, これを ｢立憲主義的な
意味における〈憲法〉｣ といい, 翻って元に戻り, そのような特殊思想に
彩られるがごときの規定を受けない文字どおり Verfassung / constitution
一般のことを, ｢固有の意味における〈憲法〉｣ という｡ このもう１つの別
を佐藤は, ｢事柄の性質｣ に着眼しての別であるとする｡ 厳密に最も素朴
な意義にはじまり・原理的には数多きわまりない変種の派生を許す, 法と





さて, このような分析的考察の準備のうえに立って, ｢足下｣ の現代日
本の, 実質的な意味における＝固有の意味における Verfassung / constitu-
tion のいかに妥当してあるかを把握することを試みてみよう｡
１つには, 実質的な意味における Verfassung / constitution の法源は,
日本国憲法典に限られるわけではない, そもそもおよそ成文法／不文法の
いずれでもありえさえする, という点をここで思い起こす必要がある｡ い
かなる実質的な意味における Verfassung / constitution も, 何らかの観点
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(20) 佐藤 『憲法 [第三版]』 (前出注(19)), 1516頁；同 『日本国憲法論』
(前出注(19)), 1920頁参照｡
(21) しかるに, およそいかなる再構成ないし追構成も, 選択的 (selektiv)
(目下は, ｢操作的 (operational)｣ という形容も ｢可謬的 (fallibel)｣ とい
う形容も, ともども避けておく) たることを免れえない, 点にも当然に留
意が必要であることはいうまでもない｡ 西洋近代法史の, 小論のものとは









いま１つには, 固有の意味における Verfassung / constitution につき,
先述のように了解したところに従い, 現代日本にあっては, その固有の意
味における Verfassung / constitution は立憲主義的な意味における
Verfassung / constitution として妥当している, との趣旨で事を捉えること
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別の再構成ないし追構成の一例としては, vgl. Habermas, Theorie des
kommunikativen Handelns Band 2, op. cit., Anm. 4, S. 522ff. ハーバーマス




副作用が進行する, とされる｡ これは, 現代におけるいわゆる〈法化
(Verrechtlichung)〉論争の呼び水の１つとなった議論である｡ ハーバーマ
スの当時の問題関心の背景を知るには, vgl. Voigt (Hrsg.),
Verrechtlichung : Analysen zu Funktion und Wirkung von Parlamentarisierung,
	




















するが, ここには, 論者が端的には ｢憲法｣ 典中心主義的思考に未だ囚わ
れている面があるいはなおあることをうかがわしめるものがある, と評さ




小論の関心からあえていえば, それはやはり未だ, ｢憲法｣ 典中心主義的
思考を脱しきったところに成り立つ説明とはなっていない, と評されるべ
き面を残している｡)
以上が, 小論において試みに ｢国憲｣ の呼称が採られることになる
論
説
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(22) 佐藤 『憲法 [第三版]』 (前出注(19)), 440頁注(１)｡
(23) 佐藤 『日本国憲法論』 (前出注(19)), 168169頁参照｡
理由である｡
(24)





日本国憲法14条１項は, ｢すべて国民は, 法の下に平等であつて, 人種,
信条, 性別, 社会的身分又は門地により, 政治的, 経済的又は社会的関係
において, 差別されない｣ と規定する｡ いわゆる法の下の平等原理を宣し
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(24) 以上の拙い考察のすべてにわたって, 小嶋 『憲法学講話』 (前出注(17)),
第１講 ｢憲法と憲法典｣, 129頁, 第２講 ｢憲法典｣, 3051頁；小嶋和











る相対的位置価問題, となろう｡ 小論は最終的に, 論旨を円環的に戻し返
し, ｢哲学に対する民主主義の優先｣ テーゼとの関わりで, 一結論に論結
させることをめざしている｡
捉えられるであろうか｡ 憲法学研究者・佐藤幸治は, ｢人権観念は, 人間
存在の複雑さに対応して, 理念的な性格のものから具体的なものに至るま






すなわち, 人権とは基本的には, いわゆる ｢自然権 (Naturrechte ; natu-
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(26) 佐藤 『憲法 [第三版]』 (前出注(19)), 393頁｡ なお, 同 『日本国憲法
論』 (前出注(19)), 122頁も参照｡
く｡
このような特殊な性格をもつ人権は, 事柄の性質上, いわゆる ｢法律の
留保｣ の類の付される外見的立憲主義に事態が堕すおそれにおびやかされ
るようなことなきを期すのであれば, まさに ｢哲学的に｣ その根拠づけが
なされなければならない, と考えられる｡ この目下の論脈では人権は, 民
主主義に対し, 規範的に劣後し・否定されることもありうるようなものと
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(27) 佐藤 『憲法 [第三版]』 (前出注(19)), 7 , 384385, 389391頁；同









れない｡ 佐藤 『憲法 [第三版]』 (上掲), 6571頁；同 『日本国憲法論』
(上掲), 5563頁参照｡
つとして明確に打ち出したうえで, そこから派生すると解されうるこれも
いうなれば各論的〈正義〉として, １つには, 15条 3 項において ｢成年
者による普通選挙を保障する｣ と規定して両性の参政権平等を謳い, いま
１つには, 24条２項において ｢家族に関する事項に関して｣ ｢両性の本質
的平等｣ を明言する｡ これらは, リベラリズムの理念の両性への普遍的適
用の動向の具体化の一部として理解することができ, そのように解しうる





















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 93(93)
(28) Cf. Valerie Bryson, Feminist Debates : Issues of Theory and Political
Prectice (PALGRAVE MACMILLAN, 1999), pp. 911. ヴァレリー・ブライ
ソン 『争点・フェミニズム』 (勁草書房, 2004年), 1214頁；大越愛子
『フェミニズム入門』 (ちくま新書, 1996年), 3337頁参照｡
(29) 大越 『フェミニズム入門』 (前出注(28)), 36頁参照｡
(30) Cf. Bryson, Feminist Debates, op. cit., n. 28, p. 137f. ブライソン 『争点・
フェミニズム』 (前出注(28)), 181182頁参照｡







ない事柄であるので, 以下では暫時操作的に, 私／公二元区分論, と語順
を入れ換えさせていただく｡
さて, 上記〈私法／公法二元論秩序〉とは一般に近代法秩序と呼ばれ,
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(31) 現在の議論水準にのっとっていえば, この領域は, 純粋な〈個〉とし
ての〈私〉の領域と, 家族をもその一形態として包摂するところの〈親密
圏 (intimate sphere)〉の領域とに, さらに区分されて捉えられる｡ この点
を一主題として取り上げる文献としては, 齋藤純一 (編) 『親密圏のポリ
ティクス』 (ナカニシヤ出版, 2003年) を挙げておく｡ なお, 田村哲樹
『政治理論とフェミニズムの間：国家・社会・家族』 (昭和堂, 2009年),
8385頁も参照｡ 田村は近著 『熟議民主主義の困難：その乗り越え方の政
治理論的考察』 (ナカニシヤ出版, 2017年) において, そのかねてより独
自に練り上げられた〈政治〉観念 (｢公的営みとしての政治｣) をさらに発
展させながら適用する形で, ｢親密圏における熟議｣ についていっそう踏
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(32) やはり現在の議論水準にのっとっていえば, このような〈市民社会〉
観念は狭きに失しているとされ, いわゆる〈公共圏 (public sphere)〉を
も自らの枢要な構成要素として内包するところの領域として,〈市民社会〉
は再把握されるにいたっている｡ 立ち入って論じている文献としては, 山
口定 『市民社会論：歴史的遺産と新展開』 (有斐閣, 2004年)；坂本治也
(編) 『市民社会論：理論と実証の最前線』 (法律文化社, 2017年) を挙げ
ておく｡
(33) 小論筆者は年来, 少なくとも西洋圏における, 遅くとも近代以降の法
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る, ケイト・ミレットであるとされる｡ Cf. Kate Millet, Sexual Politics
(First edition : 1970, Columbia University Press, 2016). ケイト・ミレット
『性の政治学』 (ドメス出版, 1985年) 参照｡ 続いて, 同じくラディカル・
フェミニストとされるシュラミス・ファイアストーンがこの概念を, ミレッ
トの場合とは同じではない意味において用いた｡ Cf. Shulamith Firestone,
The Dialectic of Sex : The Case for Feminist Revolution (First edition : 1970,
Verso Books, 2015). シュラミス・ファイアストーン 『性の弁証法：女性
解放革命の場合』 (評論社, 1972年) 参照｡ 一方, マルクス主義フェミニ
ストとされるハイジ・ハートマンもこの概念を, 独自の位置価を与えて用
いた｡ Cf. Heidi I. Hartmann, “The Unhappy Marriage of Marxism and
Feminism: Towards a More Progressive Union,” in : Lydia Sargent (ed.), The
Unhappy Marriage of Marxism and Feminism: A Debate on Class and Patriarchy
(Pluto Press, 1987). ハイジ・ハートマン ｢マルクス主義とフェミニズム
の不幸な結婚：さらに実りある統合に向けて｣, 所収：リディア・サージェ
ント (編) 『マルクス主義とフェミニズムの不幸な結婚』 (抄訳, 勁草書房,
1991年) 参照｡ この概念をその最広義において用いているといえる著作の




時代, 地域, 社会, 観念体系に貫通している女性抑圧システムである一方,
その具体的形態は, 時と所によって多種多様に現れるので, その定義は必
ずしも容易ではない｡ 各フェミニズム理論は, その理論的必要性に従って
各自の家父長制の定義をもつからである｣ (大越 『フェミニズム入門』 (前
出注(28)), 160頁)｡ このような事情を前に一定の整序された見通しの１
つを得るためにはさしあたり, マルクス主義フェミニズムの立場から ｢家
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を詳しく論ずる, 経済学研究者・森田成也 『資本主義と性差別：ジェン
ダー的公正をめざして』 (青木書店, 1997年), 第１章, 第２章, 31－81頁
参照｡ 十分に中立的な, きわめて有益な説明となっている｡ 事態の把握に
あたり ｢家父長制｣ 概念をすら下位の一概念と位置づける彼独自の総合的
な見立ては, 同書第４章, 第５章, 117－190頁にて集約的に展開されてい
る｡ もっとも, 遺憾ながら小論筆者自身は, この ｢家父長制｣ 概念の
捉え方につき未だ定見はもてていない｡ 以下, あえてそのまま〈捉えがた
きもの〉として, 話を進めさせていただくこととする｡
なお事典／辞典上での説明としては, cf. Lasa Tuttle, Encyclopedia of
Feminism (Arrow Books, 1986), p. 242f.; Maggie Humm, The Dictionary of
Feminist Theory (Prentice Hall / Harvester Wheatsheaf, Second edition, 1995),
pp. 200202 ; Sonya Andermahr / Terry Lovell / Carol Wolkowitz, A Concise
Glossary of Feminist Theory (Arnold, 1997), p. 159f. リサ・タトル 『フェミ
ニズム事典 [新版]』 (明石書店, 1998年), 285286頁；マギー・ハム 『フェ
ミニズム理論辞典』 (明石書店, 1999年), 230232頁；ソニア・アンダマー
ル／テリー・ロヴェル／キャロル・ウォルコウィッツ 『現代フェミニズム
思想辞典』 (明石書店, 2000年), 258259頁；井上輝子／上野千鶴子／江
原由美子／大沢真理／加納実紀代 (編) 『岩波 女性学事典』 (岩波書店,











入門』 (前出注(28)), 163頁｡ 併せて, 210212頁も参照)｡ なお, cf.
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『争点・フェミニズム』 (前出注(28)), 18, 2324, 129130, 173頁参照｡
ここに成立している問題構制には, ｢資本主義的家父長制 (capitalist
patriarchy)｣ (ないし ｢家父長制的資本主義 (patriarchal capitalism)｣) と
の呼称が与えられることがある｡ その理解に資する端的な説明として, 井
上／上野／江原／大沢／加納 (編) 『岩波 女性学事典』 (前出注(34)),
177, 8182頁参照｡ この事典における古田睦美の説明によれば, ｢資本主
義的家父長制｣ とは, ｢フェミニストが構築した家父長制概念を史的唯物




念であるとされる｡ かつ, この概念は未だその十全な確立への ｢途上に｣
あるとされている｡ 以上につき, 併せて, cf. Valerie Bryson, Feminist
Political Theory (Third edition, PALGRAVE, 2016), pp. 195197. この概念
をどのような構図のなかで捉えるかに関わる最新の理論的動向の１つに批
判的検討を加える論考として, 森田成也 ｢資本と労働力の社会的再生産：
社会的再生産理論 (SRT) を手がかりとして｣, 所収：『思想』 1152号
(2020年４月), 47－64頁参照｡
なお, 必ずしもフェミニストではない政治学研究者・田村哲樹はその著




後論107108, 151153頁において, ｢史的現代法｣ でも ｢資本主義的家父
長制｣ でもなく ｢福祉国家｣ という媒介項を通じてではあるが, 実質的に
この論点につき正確に把握している｡ ジェンダー概念によって着色された
福祉国家の形姿の描出については, cf. Diane Sainsbury (ed.), Gendering
Welfare States (SAGE Publications, 1994); do., Gender, Equality and Welfare
States (Cambridge University Press, 1996); do.(ed.), Gender and Welfare State
Regimes (Oxford University Press, 1999). 深澤和子 『福祉国家とジェンダー・
ポリティックス』 (東信堂, 2003年) 参照｡ ただし深澤はつとに, 現代福
祉国家のパラドキシカルな双価性
アンビヴァレンス
にも気がついている｡ 同書, 15, 2021,
28, 3335頁参照｡
上記のことは, 目下取り上げている問題構制には, 複数の・一応は
はなく (｢稼ぎ手 (breadwinner)｣ たる男性への／いわゆる福祉政治行政
への) 依存の加速化, 他方では, もはや道理の見いだしがたい性別役割分
業意識の (同じく ｢稼ぎ手｣ たる男性による／いわゆる福祉政治行政によ
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相異なる問題関心ルートからアクセスしうるということ, 逆にいえば, こ






的に凝固した何事かであるため, ｢割り切れた｣ 分析, さらには還元を困
難にせしめる一面を帯有している, ということであるのかもしれない｡
立場は, ｢マルクス主義フェミニズム (Marxist feminism)｣ と呼ばれる｡
後者こそが首魁と見なす立場は, ｢ラディカル・フェミニズム (radical




違はない｡ そのことを了解するためには, これまでの議論すべてが, 法の
下の平等原理に発する議論であったことをあらためて想起しなおせば足り







さて, ｢哲学｣ としての基本的人権論の一展開を眺めたところで, 次に,
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(37) Cf. Bryson, Feminist Debates, op. cit., n. 28, pp. 1631, 5559, p. 61ff.,
140f., 143. ブライソン 『争点・フェミニズム』 (前出注(28)), 1939, 70
74頁, 78頁以下, 184185, 187188頁；大越 『フェミニズム入門』 (前出
注(28)), 3856, 6165頁参照｡
(38) なお小論の, 器の十分に大きくもない論脈上今般は取り上げることを
えないが, 筆者の視界には, 近時のいわゆる ｢男性学｣ の展開も入ってい
ないわけではないことを, ここで一言のみさせていただきたい｡ Cf.
Bryson, Feminist Debates, op. cit., n. 28, chap. 9 : The Problem of Men. ブラ
イソン 『争点・フェミニズム』 (前出注(28)), 第 9 章：男という問題；田






いるわけである｡ 立法権について憲法41条が, 国家議会たる ｢国会は,
国権の最高機関であつて, 国の唯一の立法機関である｣ と規定するのは,
この理を表すものである｡ なお, このように理解されるべきことから, 小





すなわち, まず１点目として, 民主主義は一面でははっきりと, ｢権力
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今日, ｢国家権力｣ が言及される場合にはしばしば, まずは政府権力ない
し行政権力が想起されがちであるように思われるが, 他の立法権も司法権
も, 立法／司法を担う国家権力としての側面がはっきりと念頭に置かれる
形で, 把握される必要がある｡ 立法府の一員になること, すなわち選挙に
て当選を果たすことも, 司法府の一員になること, すなわち判事ないし判
しかるに, ｢哲学に対する民主主義の優先｣ 論は, しばしばうかつにも,
上記の点を看過しがちである｡ 看過して, たとえば, ｢法哲学者｣ が一
〈哲学〉として何らかの人権論を提唱すると, それは ｢越権｣ だとのみ難
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(41) 広くこの立場を表明する 具体的な立論には多少なりとも相違があ
りつつも 代表的な文献の主なものを挙げるならば, cf. Bernard Manin,
“On Legitimacy and Political Deliberation,” in : Political Theory, Vol. 15, No. 3
(1987); Joshua Cohen, “Deliberation and Democratic Legitimacy,” in : James
Bohman and William Rehg(eds.), Deliberative Democracy : Essays on Reason
and Politics (The MIT Press, 1997), pp. 6791 ; Habermas, 	

und Geltung : zur Diskurstheorie des Rechts und des demokratischen
Rechtsstaats (Suhrkamp, 1992), bes. Kap. Ⅶ und Ⅷ; James Bohman, Public
Deliberation : Pluralism, Complexity, and Democracy (MIT Press, 1996); John
S. Dryzek, Deliberative Democracy and Beyond : Liberals, Critics, Contestations
(Oxford University Press, 2000); Amy Gutmann and Dennis Thompson,
Democracy and Disagreement (Harvard University Press, 1996); do., Why
Deliberative Democracy? (Princeton University Press, 2004); James S. Fishkin,
When the People Speak : Deliberative Democracy and Public Consultation
(Oxford University Press, 2009). ユルゲン・ハーバーマス 『事実性と妥当
性：法と民主的法治国家の討議理論にかんする研究』 (上) (下) (未來社,
2002・2003年), とくに (下), 第 7章, 第 8章；ジェイムズ・Ｓ・フィシュ
キン 『人々の声が響き合うとき』 (早川書房, 2011年)；キャス・サンスティー
ン (那須耕介 (編)) 『熟議が壊れるとき：民主政と憲法解釈の統治理論』
(勁草書房, 2012年) 参照｡
以上のような諸文献に現れる多様な熟議民主主義の立場を, 田村哲樹
『熟議の理由：民主主義の規範理論』 (勁草書房, 2008年), 32頁以下は,
〈手続主義的〉と形容されうるものと〈過程論的〉と形容されうるものと
に大別し, 田村当人は後者に与する旨明らかにしている｡
ただし, 小論筆者としては, これまでの, とりわけ一基本的人権論とし
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事実上 Bohman とともに斥けていると解される “precommitment model”










熟議民主主義の関係をめぐって｣, 所収：全国憲法研究会 (編) 『憲法問題





持つと推定されるアクターとしての法曹が 『熟議』 するという 『手続』
の下では, 『正しい』 決定が得られる見込みが相対的に高まる, という
ものである｡ つまり, 司法プロセスにおける 『正しい』 答えの保証も,
あくまでこの種の 『手続主義』 の範囲内でのことである｡ 熟議民主主義
との違いは, 専門家 (法曹) による 『熟議』 か, 非専門家による熟議
『民主主義』 かの違い, ということになる｣ (上掲論考110頁)｡
田村には, 近代立憲主義についての小論の次のような理解は共有され


























ごくクラシカルな意味における ｢政治過程 (political process)｣ について
の理論, をも超え出た一般性の次元にある立論として捉えることは, 目下






(43) Vgl. Habermas, und Geltung, op. cit., Anm. 41, Kap. Ⅷ. ハー
バーマス 『事実性と妥当性』 (下) (前出注(41)), 第 8 章；平井亮輔 ｢対
話の正義：対話的正義論とデモクラシーの可能性｣, 所収：同 (編) 『正義』





媒介が, ｢代表者｣ による ｢代表する｣ という行為によってなされる, と
いう局面に対し考慮がしかるべく払われてはいない憾みがあるように思わ
れる｡ 念頭に置かれるべきはむしろ, 意見形成／代表行為／意思決定, の
三区分なのではなかろうか｡ 公共圏において意見形成を行う熟議は, それ
とつながる制度的な政治的意思決定に ｢先立つ｣ ばかりではない｡ まさに
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｢代表される者｣ と熟議をしつづけて, ｢代表｣ すべき内容を見いだすこと
に努めつづけることを要請するのである｡ この動態的な局面を看過ないし
軽視すべきではない｡
その点, 代表制民主主義 (representative democracy) がそのポテンシャ
ルを真にフル稼働させうるための条件の１つとして, ｢代表する者｣ と
｢代表される者｣ の間での, 前者が ｢代表｣ すべき事柄の具体的な内容を
｢見出していく｣ ための, 前者選出の前後を問わぬ継続的な ｢熟議｣ の必
須性を挙げる, 三浦まり 『私たちの声を議会へ：代表制民主主義の再生』




ぜ ｢代表制｣ 民主主義なのかを鮮明にする意図であえて ｢極端な形で表現｣













































主義を活性化させることにある｣ (194頁, 強調原著者)｡ 代表は ｢民意
の主体たる市民の選好を受けとり, それを明確な政策体系にまとめあげ
ようとする｡ [原文改行] 市民にとってみれば, 本来有している民意が
他人によって変化させられることになるので, その意味では民意は歪め






なお併せて, 早野誠 ｢代表制民主主義におけるつながりと切断｣, 所収：
り込んで捉えておく｡
この理論の出発点は, いわゆる選好 (preference) の端的な所与性を斥
けるところにある｡〈民主主義〉の何たるかについては種々の理解があり




人々は, 自らの ｢善しとする｣ ところ＝選好に従い, 議論においては意見
を表出し・投票の場ではまさに票を投ずるものと考えられる｡
このとき, この〈選好〉が, 議論, ないしこれをしかるべくヴァージョ
ン・アップした熟議 (deliberation) を経ることで変容する (transform)
ときには, 誰にとっても当初は思いもよらなかった方向に 可能性
をそもそも認めるか, 認めるとして, それがより善くなる方向での変容で
ありうることを, 率直に積極の意義を付して認めるか, それとも, 上記の
ような意義の付される変容なるものを一切認めないかで, 立場は２つに分
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Maeve Cooke, “Five Arguments for Deliberative Democracy,” in Political
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ちなみに, この民主主義論でいわれる〈熟議を通じた選好の変容〉なる
ものが, 必ずしもそうなまやさしいものではないことは認識しておくべき




れるところであろう｡ その熟議自体は, ある一人の大の大人が, 苦渋の落
涙を強いられながら, 理性的な〈選好の変容〉を経験するところで終わる｡










(45) Cf. Joseph A. Schumpeter, Capitalism, Socialism and Democracy (Third
edition, Harper Perennia, 1950); Theodore J. Lowi, The End of Liberalism:
The Second Republic of the United States (Second edition, Norton, 1979). J・
A・シュムペーター 『資本主義・社会主義・民主主義 [新装版]』 (東洋経
済新報社, 1995年)；セオドア・ロウィ 『自由主義の終焉：現代政府の問
題性』 (木鐸社, 1981年) 参照｡
(46) Cf. Frank Cunningham, Theories of Democracy : A Critical Introduction
(Routledge, 2002), chap. 9, p. 164f. フランク・カニンガム 『民主政の諸理
論：政治哲学的考察』 (お茶の水書房, 2004年), 第９章, 244246頁；大
矢行 ｢熟議民主主義論の展開とその政策理念：市民参加・熟議政治・合
意形成｣, 所収：足立幸男／森脇俊雅 (編) 『公共政策学』 (ミネルヴァ書
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頁；田村 『熟議の理由』 (前出注(41)), 1314, 3132, 3442頁；同 『政










手短に行うこととしよう｡ その際, 小論冒頭にて注目をした ｢哲学に対す
る民主主義の優先｣ テーゼにいま一度立ち戻り, これにつき再考する, と
いうスタイルを採ることにする｡ 小論はささやかな円環構造をなすことに
なる｡
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